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大規模災害に備え、関係機関の連携協力の強化

を図るため、連携訓練を開催します

～関係機関の連携や情報収集・提供の手順を確認～

【主旨】

近年、大規模な河川の氾濫、数多くの土砂災害など、これまで経験したことのな

いような広域かつ甚大な被害が発生しており、今後も発生が懸念されます。

このような大規模な自然災害に対する備えとして、災害時における各機関の連携

や情報収集・提供の手順を確認し、関係機関の連携協力の強化を図るため、連携訓

練を開催します。今回の訓練は、中国地方の防災関係機関が多数参加し、様々な分

野の災害対応を対象にした訓練を実施します。

【開催日時】

令和２年１月１７日（金）１３：３０ ～ １６：３０(予定)

【開催場所】

広島県立広島産業会館 西館第４展示場

（広島県広島市南区比治山本町12-18）

【訓練内容】
大規模地震・津波を想定し、災害時における各機関の連携や情報収集・提供の手

順を確認する。また、訓練を通じて連携手順書を作成し、関係機関で共有を図り、

今後の災害対応に活用する。

具体的な訓練内容は、別紙①のとおり。

【参加機関】
中国地方の防災に関する連絡会【構成機関５１機関】（詳細は別紙②のとおり）

〈取材について〉
取材を希望される方は、令和２年１月１５日(水)１７時までに、別紙③｢取材申込

書｣を中国地方整備局災害対策マネジメント室宛に提出してください。

○問い合わせ先

○国土交通省中国地方整備局 TEL（082）221-9231（代表）(平日昼間）

担当）災害対策マネジメント室長 赤星 剛 （内線2181）
あか ほし つよし

(広報担当窓口)

広報広聴対策官 岩下 恭久 （内線2117）
いわ した やす ひさ

企画部 環境調整官 坂本 泰正 （内線3114）
さか もと やす まさ



連携訓練の内容

▲連携タイムラインイメージ
▲連携対応の手順確認イメージ（質疑応答型）

■連携訓練の前提条件

・大規模地震・津波を想定
・津波警報解除から地震発生後72時間の時間帯を想定

道路管理

日 時間 県 市町村
中国四国
厚生局

気象台
（広島地方気象

台）
（福岡管区気象

台）

中国四国管区
警察局

陸上自衛隊
（第十三旅団）

広島地方
協力本部

中国四国
防衛局

海上自衛隊
中国地方
整備局

1⽇ 発災 救助救
出

救助救
出

海上保安本部
（第六管区）
（第七管区）
（第八管区）

自治体（被災） 救助救出

DMAT事象
訓練時

刻

想定時刻

救助救出活動

派遣部隊の
規模・編成
の決定

部隊の出動

進出ルートの確認（陸路）
道路情報の把握

リエゾン間で捜索範囲の調整

災害現場において
合同現地調整所を設置
情報共有・活動調整

⾃衛隊派遣要
請の要求・
要救助者情報

の共有

要救助者情報
を把握

⾃衛隊派遣要
請・要救助者
情報の共有

部隊の出動

リエゾンの
受⼊

リエゾンの
派遣

リエゾンの派遣

派遣部隊の
規模・編成
の決定

警察災害
派遣隊の派遣

救助救出活動

活動状況
の共有 活動状況の共有

道路情報
の提供

2-⑤

航路・港湾
情報の提供

進出ルートの
確認（海路）
航路・港湾情
報の把握

航路・港湾
情報の提供

2-⑥

2-⑦

部隊の出動

救助救出活動

活動状況の共有

■連携訓練の内容

・訓練は、質疑応答型訓練により実施する。

・大規模地震・津波を想定し、災害時における各機関の連携や情報収集・提供の手順を確認す
る。また、訓練を通じて連携手順書を作成し、関係機関で共有を図り、今後の災害対応に活用す
る。

・医療・救助救出、広域避難、道路啓開、緊急物資輸送、燃料確保、ライフライン復旧（電力、ガ
ス、通信）の局面毎に各機関の情報収集・提供の手順を確認する。

別紙①



連携訓練 当日スケジュール

Time 内容

13：30～13：35
（5分）

・開会

・主催者挨拶

13：35～13：40
（5分）

・訓練の進め方説明

・訓練の前提となる災害の説明

13：40～14：00
（20分）

各機関が提供可能な情報の確認（地震情報や気象情報等）

14：00～14：40
（40分）

各機関の対応手順の確認①（局面1～3）
・各機関が提供可能な情報の確認
・質疑応答訓練

14：40～14：55
（15分）

各機関の対応手順の確認結果を受けて意見交換
・自機関が対応するために必要な情報、自機関が提供できる支援等

14：55～15：05
（10分）

・休憩

15：05～16：10
（65分）

各機関の対応手順の確認①（局面4～7）
・各機関が提供可能な情報の確認
・質疑応答訓練

16：10～16：25
（15分）

各機関の対応手順の確認結果を受けて意見交換
・自機関が対応するために必要な情報、自機関が提供できる支援等

16：25～16：30
（5分）

・講評・今後の予定等

・閉会

局面1：派遣機関のリエゾンの役割確認
局面2：医療、救助救出に関する連携対応
局面3：広域避難に関する連携対応

局面4：道路啓開に関する連携対応
局面5：緊急物資輸送に関する連携対応
局面6：燃料確保に関する連携対応
局面7：ライフライン復旧に関する連携対応

局面ごとに
区切って実施

局面ごとに
区切って実施



●概要
広域かつ大規模な災害時に中国地方を管轄する防災関係機関が連携した災害対策を効果的に
実施できるよう、中国地方51機関を構成員とした「中国地方の防災に関する連絡会」を平成24年
3月に発足（会長 中国地方整備局長、副会長 中国運輸局長）

中国地方の防災に関する連絡会の概要

【構成機関】

＜国の機関＞
警察庁 中国四国管区警察局
総務省 中国総合通信局
厚生労働省 中国四国厚生局
農林水産省 中国四国農政局
経済産業省 中国経済産業局

中国四国産業保安監督部
国土交通省 中国地方整備局

中国運輸局
大阪航空局

国土地理院 中国地方測量部
気象庁 広島地方気象台

福岡管区気象台
海上保安庁 第六管区海上保安本部

第七管区海上保安本部
第八管区海上保安本部

環境省 中国四国地方環境事務所
防衛省 中国四国防衛局

自衛隊広島地方協力本部
陸上自衛隊第十三旅団
海上自衛隊呉地方総監部

＜地方公共団体＞
鳥取県 危機管理局 県土整備部
島根県 防災部 土木部
岡山県 知事直轄 土木部
広島県 危機管理監 土木建築局
山口県 総務部 土木建築部
広島市 危機管理室 道路交通局
岡山市 危機管理室 下水道河川局

＜公共機関＞
〈運輸〉西日本高速道路株式会社 中国支社

本州四国連絡高速道路株式会社 しまなみ尾道管理センター
広島県道路公社
広島高速道路公社

〈電力〉中国電力株式会社
電源開発株式会社 竹原火力発電所

〈通信〉西日本電信電話株式会社 中国事業本部
株式会社ＮＴＴドコモ 中国支社
ＫＤＤＩ株式会社 技術統括本部
ソフトバンク株式会社

〈運輸〉西日本旅客鉄道株式会社
日本貨物鉄道株式会社 関西支社
中国地方鉄道協会
中国バス協会
中国ハイヤー・タクシー連合会
中国トラック協会
一般社団法人 中国旅客船協会
中国地方海運組合連合会
中国地方港運協会
中国地方倉庫協会連合会

〈ガス〉一般社団法人日本ガス協会 中国・四国部会
一般社団法人日本コミュニティーガス協会 中国支部
中国地区ＬＰガス協会連合会

〈石油〉全国石油商業組合連合会 中国支部
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〈申し込み先〉
中国地方整備局　災害対策マネジメント室　宛
（FAX：０８２－２２７－２６５１）

〈申し込み締切〉
令和２年１月１５日（水）１７時まで

取材申込書

報道機関名

取材者　役職・氏名（全員の役職・氏名を記載願います）

連絡先（代表者の連絡先（携帯電話等））

③

①（代表者）

役職 氏名

②

●取材については、事前の申し込みをお願いします。
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